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第
９
５
回
メ
ー
デ
ー

新
潟
県
中
央
集
会

第
９
５
回
メ
ー
デ
ー
が
新
潟

市
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
（
阿

賀
野
市
か
ら
１
３
名
が
参
加
）

開
会
宣
言
で
は
「
国
会
で
は
、

国
民
の
声
に
背
を
向
け
政
府
は

大
軍
拡
・
大
増
税
で
社
会
保
障

費
削
減
に
は
し
っ
て
い
ま
す
。

表
に
出
な
か
っ
た
裏
金
問
題
が

発
覚
し
長
年
、
金
で
政
治
を
歪

め
て
き
た
こ
と
で
、
国
民
の
怒

り
は
頂
点
に
達
し
ま
し
た
。
大

軍
拡
・
大
増
税
・
改
憲
で
は
な

く
、
平
和
な
日
々
を
作
る
た
め

に
、
幅
広
い
国
民
の
共
闘
を
呼

び
か
け
る
も
の
で
す
。
メ
ー
デ

ー
参
加
者
の
み
な
さ
ん
と
共
に

が
ん
ば
り
ま
し
ょ
う
」
と
あ
い

さ
つ
を
述
べ
ま
し
た
。
。

阿
賀
野
民
商
総
会
日
程

４
月
の
理
事
会
で
「
阿
賀
野
民
商
総
会
」
日
程
が
き
ま
り

ま
し
た
。
５
月
中
に
総
会
出
欠
の
ご
案
内
を
郵
送
で
送
り
ま

す
。



日

時

７
月
７
日
（
日
）
午
後
２
時
か
ら



会

場

は
せ
川
（
旧
安
田
町
）



懇
親
会
費

２
，
０
０
０
円

定額減税  月支払い分給与・賞与より（所得税）
給与所得者の方に対する定額減税は、6月 1日以後に支払われる
給与等に対する源泉徴収税額から定額減税額が控除される方法で

行われます。

定額減税を受けることができる方（居住者のみ）

 令和 6年分の所得税の納税者・合計所得が 1,805万円以下
定額減税額（いずれも居住者のみ）

 本 人 様  万円

 同一生計配偶者又は扶養親族 一人につき  万円

 １６歳未満の扶養親族も対象となります 

定額減税額は、勤務先に提出している扶養控除等に基づき計算します
扶養控除申告書を提出していない場合、勤務先において定額減税を受

けることはできません。この場合、確定申告で定額減税を受けることに

なります。（提出済の扶養控除等申告書に記載されていない同一生計配

偶者等を含める場合、「源泉徴収に係る定額減税のための申告書」の提

出が必要となります）

定額減税について（住民税）
 定額減税を受けることができる方

（右記に同じ）

 定額減税額 （いずれも居住者のみ）

本人・同一生計配偶者・扶養親

族対象者一人につき  万円

6 月分の住民税は特別徴収しません。

令和 6年度分の住民税から減税額を

差し引いた額を

11 等分し、7月分

～翌年 5月分が毎

月特別徴収となり

ます。

「定
額
減
税
」個
人
事
業
主
の
場
合

所

得

税



予
定
納
税
が
あ
る
場
合
１
期
分
か
ら
控
除
。
控
除
し
き
れ
な

い
分
は
２
期
分
か
ら
控
除
。
そ
れ
で
も
し
き
れ
な
い
場
合
は

確
定
申
告
で
精
算
。

住

民

税

（
普
通
徴
収
）



１
期
分
の
納
付
額
か
ら
控
除
。
控
除
し
き
れ
な
い
場
合
、
翌

期
以
降
か
ら
順
次
控
除
。


